
第9期定時株主総会招集ご通知
インターネット開示事項

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

（2019年9月1日～2020年8月31日）

霞ヶ関キャピタル株式会社

第9期定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、連結計算書類の
連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第17
条 の 規 定 に 基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://kasumigaseki.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供し
ております。

表紙



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
　連結子会社の状況

・連結子会社の数　７社
・連結子会社の名称

霞ヶ関パートナーズ株式会社
霞ヶ関投資顧問株式会社
霞ヶ関アセットマネジメント株式会社
Kasumigaseki Capital (Thailand) Co., Ltd
PT. Kasumigaseki Development Indonesia
合同会社KC Investment 1
匿名組合Alpha Energy

　上記のうち、匿名組合Alpha Energyを除く６社については、当連結会
計年度において新たに設立したため、連結の範囲に含めております。
　匿名組合Alpha Energyは、2020年７月22日付をもって解散し、清算
手続中であります。

⑵　持分法の適用に関する事項
　持分法適用の関連会社数　１社

・関連会社の名称
Alpha Capital Enterprises Limited

　Alpha Capital Enterprises Limitedについては、新たに株式を取得し
たことから、当連結会計年度より持分法適用の関連会社に含めておりま
す。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、合同会社KC Investment 1の決算日は5月31日、
Kasumigaseki Capital (Thailand) Co., Ltd 及びPT. Kasumigaseki 
Development Indonesiaの決算日は12月31日であります。連結計算書類
の作成にあたっては、合同会社KC Investment 1は5月31日現在の計算書
類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要
な調整を行っております。また、Kasumigaseki Capital (Thailand) Co., 
Ltd 及びPT. Kasumigaseki Development Indonesiaは、連結決算日現在
で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。
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⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。
　ただし、投資事業組合等への出資金についての詳細は「⑤　その他
連結計算書類の作成のための重要な事項　ハ．営業投資有価証券の
うち、投資事業組合等の会計処理」に記載しております。

ロ．たな卸資産
・開発事業等支出金、販売用不動産

　個別法による原価法を採用しております。（貸借対照表価額は収益
性の低下による簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい
ては、定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　３年～39年
車両運搬具　　　５年

　また、在外連結子会社は主として定額法によっております。
ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし残存価額をゼロとする定額法を採用し
ております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　売上債権、未収入金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金
　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額に基づき計上しており
ます。

ハ．災害損失引当金
　災害に伴う復旧費用等の支出に備えるため、今後発生すると見込まれ
る金額を計上しております。

　　④　重要な繰延資産の処理方法
　社債発行費は、社債の償還期間にわたり定額法により償却しておりま
す。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。
なお、資産に係る控除対象外消費税のうち、棚卸資産に係るものは
個々の棚卸資産の取得原価に算入することとしており、固定資産に係
るものは投資その他の資産の「その他」に計上し５年間で均等償却し
ております。

ロ．営業投資の会計処理
当社グループが営業投資目的で行う投資（営業投資）については、営
業投資目的以外の投資とは区分して「営業投資有価証券」として「流
動資産」に表示しております。また、営業投資から生じる損益は、営
業損益として表示することとしております。
なお、株式等の所有により、営業投資先の意思決定機関を支配してい
る要件及び営業投資先に重要な影響を与えている要件を満たすこと
もありますが、その所有目的は営業投資であり、傘下に入れる目的で
行われていないことから、当該営業投資先は、子会社及び関連会社に
該当しないものとしております。
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ハ．営業投資有価証券のうち、投資事業組合等の会計処理
当社グループは営業投資有価証券のうち、投資事業組合等の会計処理
を行うに際して、投資事業組合等の出資時に営業投資有価証券を計上
し、投資事業組合等から分配された損益については、売上高に計上す
るとともに同額を営業投資有価証券に加減し、投資事業組合等からの
出資金の払戻については営業投資有価証券を減額させております。

ニ．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社
の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

２．表示方法の変更に関する注記
　前連結会計年度において「流動資産」の「その他」に含めていた「預け金」
は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。

３．追加情報
　（資産の保有目的の変更）
　　　当社グループで保有している太陽光発電施設について、保有目的を変更し

たことに伴い、該当する有形固定資産313,335千円（機械装置及び車両運
搬具300,227千円、工具器具備品101千円、土地13,006千円）を開発事業
等支出金に振替えております。なお、当連結会計年度において当該施設の
一部を売却しており、売却に対応する金額につきましては売上原価に計上
しております。

　（新型コロナウイルス感染症に伴う会計上の見積りについて）
　当社グループは、新型コロナウイルス感染症による会計上の見積りへの影
響については、連結計算書類作成時における入手可能な情報に基づく最善の
見積りを行っています。ただし、その収束時期の変動等によっては、今後の
財政状態及び経営成績の状況に影響を及ぼす可能性があります。
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４．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
現金及び預金 144,131千円
販売用不動産 2,748,207千円
土地 85,000千円

計 2,977,339千円
②　担保に係る債務

短期借入金 1,580,000千円
１年内返済予定の長期借入金 167,237千円
長期借入金 1,173,905千円

計 2,921,142千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 69,663千円

⑶　コミットメントライン契約
　　　今後の事業展開における資金需要への対応を目的として、機動的かつ安

定的な資金調達手段を確保するため、コミットライン契約を締結しており
ます。当契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおり
であります。

コミットメントラインの総額 800,000千円
借入実行残高 800,000千円
借入未実行残高 －千円

５．連結損益計算書に関する注記
⑴　災害による損失、災害損失引当金繰入額及び受取保険金

　当社グループで保有しているショッピングセンターフォルテにおいて、
2019年10月に発生した台風19号の影響による被害が発生し、その災害に
よる損失確定額を「災害による損失」、及び今後発生すると見込まれる損失
額を「災害損失引当金繰入額」として計上しております。
　また、災害発生に伴い受け取った損害保険金を「受取保険金」として計上
しております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 3,206,800株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　当連結会計年度中に行った剰余金の配当

決議 株式の
種類

配当金の
総額

1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2019年11月28日
定時株主総会 普通株式 55,104千円 （注）40円 2019年8月31日 2019年11月29日

（注）2019年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期末配当に
つきましては、配当基準日が2019年８月31日となりますので、当該株式分割実施前の株式数を基準として
配当を実施しております。

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連
結会計年度になるもの

　2020年11月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当
に関する事項を次のとおり提案しております。

決議予定 株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2020年11月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 63,367千円 20円 2020年

8月31日
2020年

11月27日

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来し
ていないものを除く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 254,400株

－ 6 －

連結注記表



７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、各セグメントの投資計画に照らして、必要な資金（主
に銀行借入）を調達しております。また、短期的な運転資金を銀行借入に
より調達しております。

②　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されてお
ります。投資有価証券は、純投資を目的とした非上場株式を原資産にした
新株予約権及び投資事業有限責任組合に対する出資金であります。
　営業債務である未払金は、１年以内の支払期日であります。借入金のう
ち、変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されております。また主
な目的は、特定のプロジェクトや事業を推進する上で必要な資金の調達で
あり、返済日は決算日後、最長で７年後であります。

③　金融商品に関するリスク管理体制
・信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　当社グループは、営業債権または未収入金について、各事業部門におけ
る営業担当が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご
とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸
念の早期把握や軽減を図っております。
・市場リスクの管理
　当社グループは、必要に応じて、金利条件の見直しや借換えを行うこと
で金利の変動リスクを管理しております。
　投資有価証券については、定期的に発行体の財務状況等を把握し、管理
しております。
・資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリ
スク）の管理
　当社グループは、各部門からの報告に基づき、財務担当が適時に資金繰
計画を作成・更新することにより、流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで
いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動する
こともあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
については、次のとおりであります。

連 結 貸 借
対 照 表 計 上 額
（ 千 円 ）

時 価
（ 千 円 ）

差 額
（ 千 円 ）

① 現 金 及 び 預 金 2,179,576 2,179,576 －

② 売 掛 金 29,885

貸 倒 引 当 金 ( * 1 ) △384

29,501 29,501 －

③ 未 収 入 金 101,474 101,474 －

資 産 計 2,310,552 2,310,552 －

① 短 期 借 入 金 1,708,496 1,708,496 －

② 未 払 金 112,813 112,813 －

③ 未 払 法 人 税 等 46,892 46,892 －

④ 社債（1年内償還予
定の社債を含む） 80,000 79,638 △361

⑤
長期借入金（1年内
返済予定の長期借
入金を含む）

2,147,766 2,143,437 △4,329

⑥
リース債務（流動
負債のリース債務
を含む）

38,719 37,499 △1,220

負 債 計 4,134,688 4,128,777 △5,911
(*1) 売掛金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
①現金及び預金、②売掛金、③未収入金

　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。

負　債
①短期借入金、②未払金、③未払法人税等

　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。
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④社債（1年内償還予定の社債を含む）、⑤長期借入金（１年内返済予
定の長期借入金を含む）⑥リース債務（流動負債のリース債務を含
む）
　長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反
映し、また、当社グループの信用状態は実行後大きく異なっていない
ことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳
簿価額によっております。固定金利によるものは、元利金の合計額を
同様の社債の発行、借入又はリース取引において想定される利率で割
り引いて現在価値を算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

営業投資有価証券 156,229千円

投資有価証券 75,560千円
　営業投資有価証券及び投資有価証券については、市場価格がなく、時
価を把握することが極めて困難と認められることから、時価開示の対象
としておりません。

８．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、賃貸用の土地等を有しております。当連結会計年度に
おける当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は15,955千円（賃貸収益は売上
高に計上）であります。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

352,250千円 404,100千円

（注）当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書
に基づく金額であります。
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９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,222円42銭
⑵　１株当たり当期純利益金額 43円48銭

10．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。

－ 10 －

連結注記表



個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　関係会社株式及び関係会社出資金

移動平均法による原価法を採用しております。
②　その他有価証券
　・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。
ただし、投資事業組合等への出資金についての詳細は「⑷　その他計
算書類の作成のための基本となる重要な事項　③投資事業組合等の
会計処理」に記載しております。

③　たな卸資産
　・開発事業等支出金、販売用不動産

個別法による原価法を採用しております。（貸借対照表価額は収益性
の低下による簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物について
は定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　３年～39年
車両運搬具　　　５年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用して
おります。
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⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　　　　売上債権、未収入金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
　　従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額に基づき計上しておりま

す。
③　災害損失引当金
　　災害に伴う復旧費用等の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる

金額を計上しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。な
お、資産に係る控除対象外消費税のうち、棚卸資産に係るものは個々の
棚卸資産の取得原価に算入することとしており、固定資産に係るものは
投資その他の資産の「長期前払費用」に計上し５年間で均等償却してお
ります。

②　営業投資の会計処理
当社が営業投資目的で行う投資（営業投資）については、営業投資目的
以外の投資とは区分して「営業投資有価証券」として「流動資産」に表
示しております。また、営業投資から生じる損益は、営業損益として表
示することとしております。
なお、株式等の所有により、営業投資先の意思決定機関を支配している
要件及び営業投資先に重要な影響を与えている要件を満たすこともあ
りますが、その所有目的は営業投資であり、傘下に入れる目的で行われ
ていないことから、当該営業投資先は、子会社及び関連会社に該当しな
いものとしております。
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③　投資事業組合等の会計処理
当社は投資事業組合等の会計処理を行うに際して、投資事業組合等の財
産の持分相当額を「営業投資有価証券」、または「関係会社株式」（以
下「組合等出資金」という）として計上しております。投資事業組合等
への出資時に組合等出資金を計上し、投資事業組合等から分配された損
益については、損益の純額に対する持分相当額を売上高として計上する
とともに同額を組合等出資金に加減し、投資事業組合等からの出資金の
払戻については組合等出資金を減額させております。

　　④　重要な繰延資産の処理方法
社債発行費は、社債の償還期間にわたり定額法により償却しておりま
す。

⑤　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。

２．表示方法の変更
　前事業年度において「流動資産」の「その他」に含めていた「預け金」は、
金額的重要性が増したため、当事業年度より区分掲記しております。

３．追加情報
（資産の保有目的の変更）
　当社で保有している太陽光発電施設について、保有目的を変更したことに伴
い、該当する有形固定資産313,335千円（機械装置300,227千円、工具器具
備品101千円、土地13,006千円）を開発事業等支出金に振替えております。
なお、当事業年度において当該施設の一部を売却しており、売却に対応する金
額につきましては売上原価に計上しております。

（新型コロナウイルス感染症に伴う会計上の見積りについて）
　当社は、新型コロナウイルス感染症による会計上の見積りへの影響について
は、計算書類作成時における入手可能な情報に基づく最善の見積りを行ってい
ます。ただし、その収束時期の変動等によっては、今後の財政状態及び経営成
績の状況に影響を及ぼす可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産
現金及び預金 144,131千円
販売用不動産 2,748,207千円
土地 85,000千円

計 2,977,339千円
②　担保に係る債務

短期借入金 1,580,000千円
１年内返済予定の長期借入金 167,237千円
長期借入金 1,173,905千円

計 2,921,142千円

⑵　有形固定資産の減価償却累計額 66,719千円

⑶　保証債務
　関係会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。
　　 合同会社KC Investment 1 　 　　　　　　  150,000千円

⑷　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 4,122千円
長期金銭債権 268,734千円

５．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

営業取引高　　　　　　　売上高 8,991千円
営業取引以外の取引高 3,059千円
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⑵　災害による損失、災害損失引当金繰入額及び受取保険金
　当社で保有しているショッピングセンターフォルテにおいて、2019年10
月に発生した台風19号の影響による被害が発生し、その災害による損失確
定額を「災害による損失」、及び今後発生すると見込まれる損失額を「災害
損失引当金繰入額」として計上しております。
　また、災害発生に伴い受け取った損害保険金を「受取保険金」として計上
しております。

６．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 38,444株

７．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税 8,573千円
賞与引当金 6,859
抱合株式消滅差損 27,797
減価償却超過額 30,551
災害損失引当金 25,797
資産除去債務 2,482
その他 15,066

　繰延税金資産小計 117,129
　　評価性引当額 △36,464
　繰延税金資産合計 80,664
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △1,692
　繰延税金負債合計 △1,692
繰延税金資産（△負債）純額 78,972
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８．関連当事者との取引に関する注記
  ⑴ 子会社及び関連会社等

種
類

会社等の
名称

議決権等の
所有（被所
有）割合

所在地 資本
金

関 連 当
事 者 と
の関係

取引
の

内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会
社

霞ヶ関パ
ートナー
ズ㈱

（所有）
直接 

100.0%

東京都

千代田区
10百
万円

資金の
貸付
役員の
兼任

資金の
貸付 100,000 長期

貸付金 60,000

利息の
受取※2 230 その他

流動資産 8

子会
社

Kasumiga
seki 
Capital 
(Thailand
) Co., Ltd

（所有）
直接 

100.0%

タイ王国
バンコク

都

6百
万

THB

資金の
貸付

資金の
貸付※1 213,332 長期

貸付金 198,654

利息の受
取※1、2 2,819 その他

流動資産 2,813

子会
社

(同)KC
Investme
nt 1

（所有）
直接

100.0%

東京都
千代田区

16百
万円

役員の兼
任、債務
保証

債務保
証※3 150,000 － －

(注)１.上記取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれております。
２.資金の貸付の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
３.金融機関からの借入金に対して債務保証をしており、取引金額は期末時点の保証残高でありま

す。なお、保証料の受取はありません。

　⑵ 役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名
称又は氏名

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

役員 河本 幸士郎 （被所有）
直接 11.5%

当社代表
取締役社長

ストック・オ
プション
の行使

12,000 － －

役員 廣瀬 一成 （被所有）
直接  0.6% 当社取締役

ストック・オ
プション
の行使

12,000 － －

（注）2016年６月30日開催の取締役会決議により付与されたストック・オプションの当事業年度
における権利行使であります。なお、「取引金額」欄は、当事業年度におけるストック・オ
プションの権利行使による付与株式数に払込金額を乗じた金額を記載しております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 1,242円31銭
⑵　１株当たり当期純利益金額 63円78銭

10．重要な後発事象に関する注記
　　該当事項はありません。
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